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59. 「インドネシアの労働格差―首都圏の日系企業と都市雑業の事例分析―」『經濟學研究』（北海道大学）  58（1）　

2008 年 6 月。

60. “The Labor Market of Malaysia ―A Case Study of the Kuala Lumpur Metropolitan District―,” Economic 

Journal of Hokkaido University,  37, 2008.10.

61. 「インドネシア華人企業の労働市場―ボゴール県の事例分析―」『經濟學研究』 （北海道大学）  59（4）　2010 年

3 月。

62. “The Labor Market of Japanese-Affiliated Enterprises in Thailand―A Case Analysis of the Bangkok

Metropolitan Area―,” Economic Journal of Hokkaido University, 39,  2010.10.

63. “The ‘Growth Triangle’ and the Labor Market of Japanese-Affiliated Enterprises on Batam Island,” 

Economic Journal of Hokkaido University,  40,  2011.11.

64. 「中国における道内企業と地域労働市場―上海市の事例分析―」『地域経済経営ネットワーク研究センター年

報』（北海道大学）  1　2012 年 3 月。

65. 「『成長の三角地帯』と東南アジアの地域労働市場―バタム島日系企業の事例分析―」『発展途上国における

労働経済の総合的研究』 Graduate School of Economics, Hokkaido University, Discussion Paper Series B: 

No.2012-102, 2012.

書　評

66. 「加納啓良著『インドネシア農村経済論』頸草書房　1988 年 12 月」『社会経済史学』  56（4）  1990 年 12 月。

67. 「R・ファン・ニール『強制栽培制度下のジャワ』」（Rovert van Niel, Java under the Cultivation System,

Leiden KITLV Press, 1992.）『アジア経済』 36（4）　1995 年 4 月。

68. 「加納啓良編『中部ジャワ農村の経済変容―チョマル郡の 85 年―』東京大学出版会　1994 年 3 月 , 488 頁」『社

会経済史学』 61（3）　1995 年 9 月。

69. 「後藤乾一『近代日本と東南アジア―南進の「衝撃」と「遺産」―』岩波書店　1995 年」『歴史学研究』685　1996

年 6 月。

70. 「R.E. エルソン『強制栽培制度下のジャワ村落，1830-1870』」（R.E. Elson, Village Java under the Cultivation 



 vi 

System, 1830-1870, Allen and Unwin, Sydney, 1994, ）『アジア経済』  37（12）　1996 年 12 月。

71. 「植村泰夫著『世界恐慌とジャワ農村社会』頸草書房　1997年」『東洋史研究』（京都大学）  57（3）　1998年12月。

72. 「V.R. ハディス，『インドネシア新秩序体制下の労働者と国家』 」（V.R. Hadis, Workers and the State in New 

Order Indonesia, Routledge, 1997.）『アジア経済』 40（1）  1999 年 1 月。

研究報告書

73. 『東南アジアの大都市成長に関する比較研究（労働市場論の視点から）』平成 10 年度～平成 13 年度科学研究費

補助金  研究成果報告書  2002 年２月。

74.  『アジア労働市場の生成・発展に関する国際比較研究』平成 14 年度～平成 17 年度科学研究費補助金  研究成

果報告書  2006 年５月。

その他

75. 「ジャカルタの出稼ぎ労働者」『インドネシア』（日本インドネシア NGO ネットワーク）  15  1995 年 3 月。

76. 「ジャカルタ首都圏の労働市場調査」『アジアの大都市・ニューズレター』（大阪市立大学経済研究所） 2  1995

年 11 月。

77. 「ジャカルタ首都圏の出稼ぎ労働者―建設労働者の事例―」『インドネシア』  21  1996 年 10 月。

78. 「ジャカルタ首都圏のカンポン住民調査」『インドネシア』  23  1997 年 5 月。

79.  「インドネシア地方都市圏の成長」『アジアの大都市・ニューズレター』（大阪市立大学経済研究所）  ６  1998

年 2 月。

80. 「開発と女性労働」『Inter － C』研究レポート  3  1998 年 5 月。

81. 「1997 年の労働争議（前）」「同（後）」『インドネシア』  27-28  1998 年 7 月，10 月。

82. 「インドネシアのＮＧＯー法律援助協会」『Inter － C』研究レポート ４　1999 年 10 月。

83. 「金融危機以降のインドネシア政局」「大統領選挙とワヒド政権」『アジア・アフリカ・ラテンアメリカ連帯叢書』　

2  1999 年 10 月。

84. 「多民族都市の歴史的位相」『地理』  45（2）  2000 年 2 月。

85. 「アジアの労働市場と日本企業」『旬刊 経理情報』  1268　2010 年。


